ジャン＝ルイ・アルペラン (パリ高等師範学校教授) 「歴史法学派の後退あるいはサヴィニー (1779–1861) の方法論の衰退 : 法の抵触 (国際私法) と方法論を中心に by 田中 実 & 土志田 佳枝
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大胆なことにさえ思われます。法の歴史性は，今日でもなお，歴史法学 （la science 























法共同体（une communité de droit）を通じ実定法どうしが結び付いている，と言う
のです5）。この法共同体があるからこそ，多くの国家間で締結された条約によって
すでに先取りされてきた合意（accord qui est déjà préfigurée par les traités）を基礎に， 
サヴィニーは法の抵触の統一的な規則（règlement uniforme des confilits des lois）を
企てることができたのです。実定法たる厳格な強行法規が公序の規定を定めている
































regit actum）」あるいは動産にとっての「物の所在地法（lex rei sitae）」の原則のよ
うに）以前から存在するいくつかの解決法を再び取り上げた限りにおいてです。同







bration du mariage） 〔サヴィニーは Abschluß der Ehe と表現し，教会での結婚式を挙げて
いる〕や離婚に関する法を入れています），サヴィニーが抽出した〔要素に注目して















要があります。年代順に言うと， ハノーファーのルードヴィヒ・フォン・バール 〔Carl 
Ludwig von Bar, 1836–1913〕が最初に来るように思われます。彼は，1862 年出版の
国際私法及び刑法に関する著作の著者で，1889 年に批判を概論（『国際私法の理論










脱構築へと導くように思われるのですが〔cf. e.g. Stephan Geisler, Die engste Verbin­


































































れば，ホランド〔Thomas Erskine Holland, 1835–1926, The Elements of Jurisprudence, 






















ク（1923 年）〔Walter Wheeler Cook, 1873–1943〕やケイヴァース（1933 年）〔David 





利益に応じて裁判所の判断の個別化を正当化するため，〔Lex loci contractus, lex loci 












にずっと先へと進んでゆきました。エーレンツヴァイク〔Albert Armin Ehrenzweig, 
1906–1974〕やカリー〔David P. Currie, 1936–2007〕と同様，レフラー〔Robert Allen 
Leflar, 1901–1997〕とモリス〔J. H. C. Morris, 1910–1984〕は，裁判官による判断基準























ことはなく， 常に法律との関係で存在するものなのだ， とクアドリ 〔Ronardo Quadri, 
1907–1976〕は考えています。法律関係が従うことになる「秩序」を探究するため
の法律関係（rapports juridiques）など存在せず，存在しえない」25）のです。アンリ・










































































































































は，法の中に （変化を受ける程度が大きい） （各国の） 個別要素と国家を超えた要素
とが共存していることをよく認識しています。法源の検討を終え，サヴィニーは，













































































＊ ここに訳出するのは，2017 年 9 月 29 日南山大学ヨーロッパ研究センター主催，法学
会共催による講演会のために用意された，パリ高等師範学校（École normale supé-
rieure）法学教授ジャン＝ルイ・アルペラン（Jean-Louis Halpérin）氏による講演原稿
« Le recul de l’École historique du droit ou le déclin de la méthode savignicienne »
である。氏にはすでに 2010 年 2 月 25 日に「フランス契約法にいかなる改正がなさ
れるのか？」（都筑満雄訳『南山法学』34 巻 2 号〔2011〕207–223 頁所収）及び「所
有権と主観的権利―二つの運命は分かち難く結びついているのではないか―」
（田中実訳『南山法学』38 巻 1 号〔2014〕221–241 頁），2014 年 6 月 24 日に「ロー
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